
   令和４年度（２０２２年度）熊本県御所浦地域烏峠活用促進事業補助金交付 

要項 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、御所浦地域の活性化を図るため、天草市御所浦島烏峠を活用した地域

間交流の拡大促進に向けた事業を行う天草市に対し、予算の範囲内において補助金を

交付するものとし、その交付については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本

県規則第３４号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要項に定めると

ころによるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要項において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ

による。 

 （１）御所浦地域 天草市御所浦町の御所浦島、牧島及び横浦島をいう。 

 （２）烏峠トレッキングコース 御所浦地域の観光資源である烏峠の魅力をトレッキ

ングによって体感してもらうために整備した登山コースをいう。 

 （３）実施団体 御所浦地域に活動拠点を有し、烏峠を活用した地域間交流の拡大促

進に向けた事業を実施する団体。 

 

（補助対象市町村） 

第３条 補助金の交付対象となる市町村は、天草市とする。 

 

 （補助対象期間） 

第４条 補助金の交付対象となる期間は、令和４年（２０２２年）４月１日から令和５

年（２０２３年）３月１７日までの期間とする。 

 

 （補助対象事業） 

第５条 補助金の交付対象となる事業は、実施団体が行う烏峠トレッキングコースの整

備のほか、交流の拡大促進を目的として行う事業であって、天草市が補助を行うもの

とする。 

 

（補助対象経費） 

第６条 補助金の交付対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、前条に掲

げる事業に要する経費のうち、天草市烏峠活用交流促進事業補助金交付要領に基づき

天草市が補助した経費とする。 

 

（補助金の額） 

第７条 補助金の額は、補助対象経費の１０分の１０以内とし、５００千円を上限額と

する。 



（補助金の交付申請） 

第８条 規則第３条第１項の規定による申請書は、別記第１号様式によるものとする。 

２ 前項の申請書に添付すべき資料は、次の各号のとおりとする。 

（１）事業計画書（別記第２号様式） 

（２）その他知事が必要と認める書類 

 

（補助金の交付決定） 

第９条 規則第６条の規定による補助金の交付決定の通知は、交付決定通知書（別記第

３号様式）により行うものとする。 

 

（事業計画書の変更） 

第１０条 天草市は、前条の規定による交付決定を受けた後、事業計画書の内容に変更

が生じた場合は、あらかじめ変更申請書（別記第４号様式）に次に掲げる書類を添え

て、知事に提出しなければならない。 

（１）事業変更計画書（別記第５号様式） 

（２）その他知事が必要と認める書類 

２ 規則第７条第２項の規定による補助事業等の内容等の変更の決定通知は、変更交付

決定通知書（別記第６号様式）により行うものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第１１条 規則第８条の規定により申請の取り下げをすることのできる期間は、交付決

定の通知を受けた日から起算して１０日を経過する日までとする。ただし、知事が特

に必要と認めるときは、この期日を繰り上げることができる。 

 

（状況報告） 

第１２条 規則第１１条の規定による状況報告は、別記第７号様式によるものとする。 

 

（実績報告） 

第１３条 規則第１３条の規定による実績報告書は、別記第８号様式によるものとする。 

２ 前項の実績報告書に添付すべき書類は、次の各号のとおりとする。 

（１）実績報告書明細（別記第９号様式） 

（２）その他知事が必要と認める書類 

３ 第１項に定める実績報告書の提出期限は、当該補助対象事業の完了した日の翌日か

ら３０日を経過した日又は補助金の交付決定のあった日の属する会計年度の末日の

いずれか早い日とする。 

 

（補助金の額の確定） 

第１４条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知は、交付確定通知書（別記

第１０号様式）により行うものとする。 



（補助金の請求） 

第１５条 規則第１６条第１項の規定による補助金の請求書は、別記第１１号様式によ

るものとする。 

 

（決定の取消し） 

第１６条 知事は、天草市が、補助金の他の用途への使用をし、その他補助対象となる

事業に関して補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令等又は知

事の命令若しくは指示に違反したときは、補助金の交付の決定の全部又は一部を取り

消すことができる。 

２ 知事は、天草市が天草市補助金等交付規則第１６条に基づき補助金の交付決定の全

部又は一部を取り消す場合は、天草市に対し、当該補助金に係る補助金の交付の決定

の全部又は一部を取り消すことができる。 

３ 前２項の規定は、補助対象となる事業について交付すべき補助金の額の確定があっ

た後においても適用があるものとする。 

４ 第９条の規定は、第１項又は第２項の規定による取消しをした場合について準用す

る。 

 

（補助金の返還） 

第１７条 知事は、補助金の交付の決定を取り消した場合において、補助対象となる事

業の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、天草市に対

し、その返還を命ずるものとする。 

２ 知事は、天草市に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその額を超

える補助金が交付されているときは、天草市に対し、その返還を命ずるものとする。 

３ 前２項の規定による補助金の返還の期限については、返還の命令がなされた日から

２０日以内とする。 

 

（消費税仕入控除税額の確定に伴う交付金の返還） 

第１８条 天草市は、補助対象となる事業の完了後に、消費税及び地方消費税の申告に

より当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が確定した場合には、その金額を別記第

１２号様式により速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合は、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額の全

部又は一部の返還を命じることができる。 

 

（財産の処分の制限） 

第１９条 規則第２１条第２項に規定する財産の処分を制限する期間は、減価償却資産

の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に規定する耐用年数に相

当する期間とする。 

 

 



（証拠書類の保管期間） 

第２０条 規則第２３条に規定する証拠書類の保管期間は、補助金の交付を受けた日の

属する会計年度の終了後５年間とする。 

 

（雑則） 

第２１条 この要項に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

 

   附 則 

 この要項は、令和４年（２０２２年）６月１３日から施行し、令和４年（２０２２年）

４月１日から適用する。 


